
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

♦申請期間♦ 

4月 19日(金)～5月 20日（月） 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2024年度（令和 6年度） 

福山市未来創生人材育成奨学ローン 

返済補助対象者募集のご案内 
 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）申請者本人が市外に居住し，市外の大学等に在学中で，申請者の保護者が福山市に住所を

有している者 

（独立生計者の場合，市内に住所を有したことがあり，市外に居住し，市外の各学校等に

在学中の場合に限る） 

（２）次のいずれかを満たす者 

 大学等（注１）に在学中の者で，在学中に独立行政法人情報処理推進機構（ＩＰＡ）が実施

する情報処理技術者試験の各試験区分のいずれか１つ以上に合格し，卒業後３年以内に

市内に居住し，市内に本社がある事業所等において就労することを希望するもの 

 看護師養成所（注２）に在学中の者で，卒業後３年以内に市内に居住し，市内の病院等にお

いて，看護師として就労することを希望するもの 

 指定保育士養成施設（注３）に在学中の者で，卒業後３年以内に市内に居住し，市内の保育

施設等において，保育士として就労することを希望するもの 

 大学等に在学中の者で，在学中に海外への留学又は海外での実践的活動のため連続して

２８日以上海外に滞在し，卒業後３年以内に市内に居住し，市内に本社がある事業所等

において就労することを希望するもの 

（３）募集人数 20名程度 

 

 

 

 

 

 

 

（注１）大学，短期大学（専攻科を含む。），大学院の修士課程，高等専門学校（第４学年及び第５学年（専攻科

を含む。）に限る。），専修学校（専門課程に限る。），職業能力開発総合大学校，職業能力開発大学校及び

職業能力開発短期大学校 

（注２）保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）第２１条の規定に基づく大学，学校及び養成所 

（注３）児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）第１８条の６第１号に規定する指定保育士養成施設 

１ 申請対象者 

 

福山市では，地域で育った人材が，市外の大学等に通い将来，本市の未来を創生する人材に成長

し，市内において就職することを支援するために，「福山市未来創生人材育成奨学ローン返済補助

事業」を創設しました。 

 

「福山市未来創生人材育成奨学ローン返済補助事業とは？」 

 「福山市未来創生人材」の認定を受けると，在学中に市が指定する金融機関から奨学ローンの

貸与を受けることができます。卒業後に福山市に本社がある事業所等において就労すると，福山

市が貸与を受けた奨学ローンの返還額を補助する制度です。 

 補助対象者は，福山市未来創生人材の認定を受けた者又はその保護者で次の要件を満たす者で

す。 

 



 

 

（１）申請期間 

2024年（令和 6年）4月 19日(金)～5月 20日（月）※土・日・祝日を除く 

（２）提出書類（３か月以内に発行されたもの） 

 福山市未来創生人材育成奨学ローン返済補助対象者認定申請書（様式第１号） 

 申請者の居住地を証する書類（住民票又は賃貸契約書等） 

 保護者の住民票又は住民票記載事項証明書（独立生計者については本人） 

 大学等の在学証明書 

（３）提出方法 

福山市教育委員会学事課（〒720-8501 福山市東桜町３番５号・市役所本庁舎 13階）へ持

参又は郵送（※当日消印有効） 

（４）問い合わせ先 

電話 084-928-1169（福山市教育委員会学事課） 

 

 

申請書類に基づき，福山市未来創生人材育成奨学ローン返済補助対象者認定委員会の意見を聴

き，未来創生人材育成奨学ローン返済補助対象者を認定します。 

本人又は保護者への結果の通知は７月中旬の予定です。 

 

 

福山市未来創生人材育成奨学ローン返済補助対象者認定書を送付します。認定書を持参の上，

市が指定する金融機関にて「福山市未来創生人材育成奨学ローン」の申込みを２か月以内に行

い，学事課に次の書類を提出してください。 

 ローン契約締結後，契約書等の写し 

 福山市未来創生人材育成奨学ローン契約締結確認書（様式第４号） 

 なお，認定書の送付から２か月経過しても契約書等の写し及び確認書が提出されない場合，補

助認定を取り消す場合があります。 

 ※金融機関での申込みに際しても，金融機関が定める審査があります。 

 

 

（１）在学中 

補助対象者認定後も引き続き，申請者本人が市外に居住し，福山市未来創生人材育成奨学ロー

ン返済補助対象者認定申請書の記載の学校に在学中であること 

（２）卒業後 

 申請者本人が福山市に住所を有し，市内に本社がある事業所等に正規雇用等（注４）により

就労したもの 

 申請者本人が福山市に住所を有し，市内の病院等に看護師として従事するもの 

 申請者本人が福山市に住所を有し，市内の保育施設等に保育士として従事するもの 

 

（注４）企業に直接雇用され，期間の定めのない労働契約であること 又は 企業に直接雇用され，就業規則で定め

る所定労働時間の上限（フルタイム）まで年間を通じて労働すること 

２ 申請手続 

３ 選考及び決定 

４ 認定後の手続き 

５ 補助対象者 

 



 

 

（１）申請 

２月頃に，当年度分の補助金申請に係る通知文と補助金交付申請書を送付します。 

通知文に記載の期限までに申請書及び必要書類を学事課に提出してください。 

※支所等での申請はできません。また，書類不備の場合は受理できません。期限までに提出が

無い場合は，当年度分の申請はできなくなります。 

※補助金申請は毎年必要です。複数年一括での申請はできません。認定書の送付から１０年又

は卒業後１３年が経過しても，一度も申請が無い場合は，補助認定を取り消します。 

（２）補助金額 

据置期間の場合……利子相当額のみ 

 返済期間の場合……利子相当額＋元金の 1/10相当額 

※卒業後３年以内に市内に居住・就職した場合は，１０年間で利子及び元金を全額補助します。 

（３）交付日 

 毎年４月中旬（予定） 

 

 

（１）在学中の場合 

 請求書（福山市未来創生人材育成奨学ローン返済補助金交付申請書） 

 奨学ローンの返済額を証する書類 

 在学証明書 

（２）卒業後の場合 

 請求書（福山市未来創生人材育成奨学ローン返済補助金交付申請書） 

 奨学ローンの返済額を証する書類 

 大学等の卒業証明書の写し（初年度のみ） 

 申請者本人の住民票又は住民票記載事項証明書 

 在職証明書（様式第８号） 

 資格の証明書（情報処理技術者試験合格証書（又は情報処理安全確保支援士試験合格証

書）の写し，看護師免許証又は登録済証明書の写し，保育士証又は保育士登録済通知書

の写し） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６ 補助金交付申請について 

７ 補助金交付申請に必要な書類 



福山市未来創生人材育成奨学ローン返済補助の流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※貸付は在学期間中で，最長６年可能 

※卒業後３年間の据置期間を設ける。（３年以内に福山市へ戻れば全額補助） 

※返済期間は１０年固定 

4年目 7年目 9年目 14年目 17年目
大学在学中 卒業後
利子のみ返済期間 元金＋利子の返済期間

卒業後市外に 利子
居住又は就職した場合

卒業後市内に 利子
居住・就職した場合

卒業３年後に市内に 利子
居住・就職した場合

卒業５年後に市内に 利子
居住・就職した場合

卒業後に市内に 利子
居住・就職したが，
３年目から２年間
市外に異動する場合

4年目 7年目 9年目 14年目 17年目

元金
利子＋元金の
全額補助

利子分のみ補助 市外の
期間中は
補助なし

利子＋元金の全額補助

利子+元金補助

利子分のみ補助

さらに３年

市外の期間中
は補助なし

元金

元金

元金
市外の期間中
は補助なし

利子＋元金の全額補助(10年)

利子＋元金の全額補助
利子分のみ補助

元金
市外の期間中
は補助なし

利子分のみ補助

利子分のみ補助

利子分のみ補助
市外の場合補助なし

利子＋元金の全額補助
市外の
期間中は
補助なし

利子分のみ補助 利子分のみ補助
利子+元金補助

10年間の利子＋元金を全額補助

8年間の利子＋元金を全額補助

8年分の利子＋元金を全額補助

指
定
金
融
機
関 

利 

用 

者 

福 

山 

市 

 

 

 

③ローン申請 

 

④ローン契約締結 

 

 

⑥返済 

 

⑦返済額の証明書類 

①補助認定申請 

 

②認定通知 

 

 

 

⑤確認書提出 

 

 

 

 

⑧補助金交付申請 

 

⑨補助金交付 

⑥～⑨については，毎年度ごとの申請（利子相当分については，在学中～卒業後３年間

まで，元金相当分は福山市に定着・就職後１０年） 

高校生 大学生 定着・就職 

返済期間 奨学資金貸付 在学中～定着・就職後 10年経過するまで毎年度，就学・就労・居住状況を報告 

 

学びたいことや将来の目標，福山への

思いなどを踏まえ，補助対象者を認定 

在学中の利子

を補助 

福山市に継続して居住・就職すれば，

返済額の利子相当額及び元金の

1/10相当額を最大 10年間補助 


